
 
 

平成 27年７月 17日 

 

各  位 会 社 名 タ マ ホ ー ム 株 式 会 社 

住 所 東京都港区高輪三丁目 22 番９号 

代 表 者 名 代表取締役社長兼 CEO 玉木 康裕   

（コード番号：1419） 

問 合 わ せ 先 執行役員経営企画部部長 斎木 洋成 

TEL. 03-6408-1200 

 

（訂正）「2015 年 5月期 決算説明補足資料」の一部訂正について 

 

平成 27 年７月 14 日に公表いたしました「2015 年 5 月期 決算説明補足資料」の一部に訂正があり

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、訂正箇所は下線にて表示しております。 

 

記 

【訂正箇所】 
「2015 年 5 月期 決算説明補足資料」15 ページ セグメント別計画 

 
[訂正前] 

（百万円） 2015/5期 実績 2016/5期 計画 増減 前年比 

住宅事業 計 
売上 130,715 132,400 1,684 101.3% 

営業利益 738 4,000 3,262 541.4% 

  

不動産事業 
売上 12,934 14,300 1,365 110.6% 

営業利益 1,711 1,600 -111 93.5% 

金融事業 
売上 1,230 800 -430 65.0% 

営業利益 632 100 -532 15.8% 

その他事業 
売上 4,690 6,200 1,509 132.2% 

営業利益 -782 -2,900 -2,118 － 

非住宅事業 計 
売上 18,855 21,300 2,444 113.0% 

営業利益 1,562 -1,200 -2,762 － 

総計 
売上 149,570 153,700 4,130 102.8% 

営業利益 2,284 2,800 516 122.6% 

 
[訂正後] 

（百万円） 2015/5期 実績 2016/5期 計画 増減 前年比 

住宅事業 計 
売上 130,715 132,400 1,684 101.3% 

営業利益 738 2,100 1,362 284.6% 

  

不動産事業 
売上 12,934 14,300 1,365 110.6% 

営業利益 1,711 1,600 -111 93.5% 

金融事業 
売上 1,230 800 -430 65.0% 

営業利益 632 100 -532 15.8% 

その他事業 
売上 4,690 6,200 1,509 132.2% 

営業利益 -782 -1,000 -218 － 

非住宅事業 計 
売上 18,855 21,300 2,444 113.0% 

営業利益 1,562 700 -862 44.8% 

総計 
売上 149,570 153,700 4,130 102.8% 

営業利益 2,284 2,800 516 122.6% 

以   上 
なお、訂正後の「2015 年 5 月期 決算説明補足資料」は次のとおりです。 
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2015年5月期

目次

2

１．発表のポイント （Ｐ．３）

２．受注実績 （Ｐ．４）

３．売上高実績 （Ｐ．５）

４．営業利益実績 （Ｐ．６）

５．住宅事業セグメント実績 （Ｐ．７）

６．非住宅事業セグメント実績 （Ｐ．８）

７．連結損益計算書（P/L） （Ｐ．９）

８．連結貸借対照表（B/S） （Ｐ．１０）

９．連結キャッシュ・フロー計算書 （Ｐ．１１）

１０．2016年5月期 見通し（Ｐ．１２～１６）

１１．過年度業績比較（Ｐ．１８）

１２．「タマステップ2018」説明資料（Ｐ．１９～２６）
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2015年5月期

発表のポイント

3

� 消費増税後の需要反動減からの回復が鈍く、受注低迷で減収減益消費増税後の需要反動減からの回復が鈍く、受注低迷で減収減益消費増税後の需要反動減からの回復が鈍く、受注低迷で減収減益消費増税後の需要反動減からの回復が鈍く、受注低迷で減収減益

� 事業構造改革を進めるため、４Ｑに減損処理による特別損失を計上事業構造改革を進めるため、４Ｑに減損処理による特別損失を計上事業構造改革を進めるため、４Ｑに減損処理による特別損失を計上事業構造改革を進めるため、４Ｑに減損処理による特別損失を計上

・不採算店舗の除却損および減損損失等：・不採算店舗の除却損および減損損失等：・不採算店舗の除却損および減損損失等：・不採算店舗の除却損および減損損失等：1,005百万円百万円百万円百万円

・事業改善が見込めない子会社の事業に係る減損損失：・事業改善が見込めない子会社の事業に係る減損損失：・事業改善が見込めない子会社の事業に係る減損損失：・事業改善が見込めない子会社の事業に係る減損損失：127百万円百万円百万円百万円
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2015年5月期 業績概要

受注

（単位：百万円）

受注金額

14/5期 15/5期 前期比

注文住宅 154,400 131,042 84.9％

（棟数） 8,919 7,409 83.1％

賃貸住宅 339 80 23.6％

リフォーム 2,776 307 11.1％

住宅事業 計 157,515 131,430 83.4％

非住宅事業 1,200 157 13.1％

総 計 158,715 131,587 82.9％

4

� 住宅事業は、2014年4月からの消費増税後の反動減からの回復が鈍く、

また天候不順による集客減少などの影響もあり、前年同期比で16.6%の減少

� リフォーム事業は前期に発生した子会社の不祥事の影響で受注活動停止、

2016年5月期からリフォーム事業を再開
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売上高

（単位：百万円）

売上金額

14/5期 15/5期 前期比

住宅事業 計 154,076 130,715 84.8%

不動産事業 8,724 12,934 148.3%

金融事業 1,137 1,230 108.2%

その他事業 5,590 4,690 83.9%

非住宅事業 計 15,451 18,855 122.0％

総計 169,528 149,570 88.2％

2015年5月期 業績概要

5

� 住宅事業は消費増税後の受注減に伴い、前年同期比で減少

� 不動産事業は、分譲戸建の販売が前年同期比で増加、第2四半期のマンション用取得用地等売却も

寄与し、前年同期比で増加

� 金融事業は住宅事業の引渡棟数減少の影響を受けるものの、火災保険付保率の向上、

住宅ローン提携先の見直しにより手数料単価の上昇で前年同期比で増加
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営業利益

（単位：百万円）

営業利益金額

14/5期 15/5期 前期比

住宅事業 計 3,039 738 24.3%

不動産事業 1,211 1,711 141.2%

金融事業 543 632 116.4%

その他事業 -201 -782 -

非住宅事業 計 1,554 1,562 100.5%

調整額 -13 -16 -

総計 4,580 2,284 49.9%

2015年5月期 業績概要

6

� 住宅事業は引渡棟数が前年を大幅に下回ったことから減益

� 不動産事業においては、大規模開発案件を始めとする分譲戸建の販売は前年同期比増加、マンション
の販売も好調に推移。第2四半期のマンション用取得用地等売却が増益に寄与

� その他事業は、住宅事業における引渡棟数の減少により、住宅周辺事業が前年同期比で低調に推移。

また、海外事業の経費増加により損失額が拡大

単位：百万円
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住宅事業セグメント

� 売上高 ： 130,715百万円（前年同期比 84.8％）

� 営業利益 ： 738百万円（前年同期比 16.1％）

2015年5月期 業績概要

7

� 注文住宅の引渡棟数大幅減少により、売上高は前年同期比減

売上の減少に伴い、前年同期比では営業利益減少

� 注文住宅平均販売単価は上昇

（2014/5期） 1,698万円

（2015/5期） 1,773万円

� モデルハウス出店と既存店リニューアル

新規出店 14店舗

廃店 16店舗

移転 7店舗（他に総合展示場1店舗有り）

リニューアル 47店舗
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非住宅事業セグメント

� 売上高 ： 18,855百万円（前年同期比 122.0％）

� 営業利益 ： 1,562百万円（前年同期比 100.5％）

● 不動産事業

マンション事業は好調推移、第2四半期のマンション用取得

用地の売却が寄与し増益

● 金融事業

引渡棟数減少するも、火災保険付保率、単価共に上昇

フラット35の手数料単価の上昇による収益増に伴い増益

●その他事業

住宅事業における引渡棟数の減少により、住宅周辺事業

が低調に推移、海外事業に関わる経費増加で減益

2015年5月期 業績概要

8
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2015年5月期 業績概要

連結損益計算書（P/L）

� 売上総利益率 25.0％ ： 完成工事原価の圧縮により前年同期比で上昇

� 営業利益 2,284百万円 ： 住宅事業の引渡棟数減少、それに伴う住宅周辺事業の低迷、

海外事業に関わる経費増加が影響し営業利益減少

� 特別損失 1,615百万円 ： モデルハウス建替・移転等に伴う廃店による固定資産除却損、

子会社及び不採算店舗の減損損失

（単位：百万円） 2014/5期 2015/5期 増減 前期比

売上高 169,528 149,570 -19,957 88.2％

売上総利益 40,795 37,347 -3,447 91.6％

利益率 24.1％ 25.0％ - -

営業利益 4,580 2,284 -2,295 49.9％

利益率 2.7％ 1.5％ - -

経常利益 4,509 2,016 -2,493 44.7％

利益率 2.7％ 1.3％ - -

税引前当期純利益 4,151 401 -3,750 9.7％

利益率 2.4％ 0.3％ - -

当期純利益 1,717 -641 -2,358 -

利益率 1.0％ - - -

9
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連結貸借対照表（B/S）

2015年5月期 業績概要

10

� 資産 ：①現預金の減少：引渡の減少及び新規出店費用、新規分譲地の購入

②受取手形、完成工事未収入金等の減少：注文住宅の引渡棟数の減少

③有形固定資産の増加：九州新エネルギー機構のメガソーラー設備の増加

� 負債 ：①支払手形、工事未払金の減少：手持ち工事棟数の減少

②有利子負債の増加：分譲地購入用の投下資金および、メガソーラー大規模太陽光設備の投下資金増加

（単位：百万円） 2014/5期 2015/5期 増減

流動資産 60,163 55,311 -4,851

現金・預金 29,475 27,119 -2,356

受取手形・完成工事未収

入金等・営業貸付金 4,564 3,307 -1,257

たな卸資産 19,556 20,385 829

その他流動資産 6,566 4,499 -2,066

固定資産 26,245 31,760 5,514

有形固定資産 21,792 25,476 3,684

無形固定資産 581 536 -44

投資有価証券 178 1,311 1,133

その他投資等 3,693 4,435 742

資産合計 86,408 87,071 663

（単位：百万円） 2014/5期 2015/5期 増減

負債合計 70,947 72,677 1,730

支払手形

工事未払金等
27,643 21,806 -5,836

短期有利子負債 5,522 11,340 5,817

未成工事受入金 18,017 12,388 -5,628

長期有利子負債 8,334 15,299 8,077

その他負債 11,429 11,842 -686

純資産合計 15,460 14,393 -1,066

株主資本 15,103 13,680 -1,422

その他包括利益累計額 143 378 234

少数株主持分 212 334 122

負債及び純資産合計 86,408 87,071 663
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連結キャッシュ・フロー計算書

� 営業C/F

仕入債務の減少、未成工事受入金の減少等により営業C/Fが減少

� 投資C/F

新規出店の増加、子会社のメガソーラー設備等の固定資産増加により、支出額は増加

� 財務C/F

運転資金、プロジェクト資金の借入による増加

（単位：百万円） 2014/5期 2015/5期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,891 -7,809 -13,726

投資活動によるキャッシュ・フロー -4,872 -9,177 -4,279

フリーキャッシュ・フロー 1,019 -16,986 -18,005

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,256 12,028 6,777

現金および預金同等物の期末残高 31,975 27,119 -4,855

１．2015年5月期 業績概要

11



12

３．2016年5月期 見通し
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3．2016年5月期 見通し

受注・引渡

13

（単位：棟） 2015/5期 実績 2016/5期 計画 増減 前年比

受注

注文 7,412 8,465 1,056 114.2％

建売 163 265 102 162.6％

計 7,575 8,730 1,155 115％

引渡

注文 7,433 7,172 -253 96.5％

建売 131 275 144 209.9％

計 7,564 7,447 -117 98.5％

� 受注 ： 環境性能等グレードアップによる魅力ある商品の開発、販売体制強化（人員増）による受注増見込む。

� 引渡 ： 注文住宅は2014年4月の消費増税後の受注減の影響で期首手持棟数が少ないため微減。

建売は前期、消費再増税の発表を見込んで仕入れた土地の販売を進めるため、増加を見込む。
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3．2016年5月期 見通し

連結損益計算書

14

（単位：百万円） 2015/5期 実績 2016/5期 計画 増減 前年比

売上高 149,570 153,700 4,130 102.8％

売上総利益 37,347 38,500 1,153 103.1％

利益率 25.0％ 25.1％ 0.1％

営業利益 2,284 2,800 516 122.6％

利益率 1.5％ 1.8％ 0.3%

経常利益 2,016 2,800 784 138.9％

利益率 1.5％ 1.8％ 0.5％

税引前当期純利益 401 2,400 1,999 598.5％

利益率 0.3％ 1.6％ 1.3％

当期純利益 -641 1,000 1,641 －

利益率 - 0.7％

� 売上高 ： 注文住宅の引渡棟数は減少するも、商品グレードアップ、分譲戸建の販売棟数増加による増収

� 売上総利益 ： 原価低減努力が実り、売上総利益率の改善

� 営業利益 ： 売上高の増加、売上総利益率の改善に伴い増益を見込む
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3．2016年5月期 見通し

セグメント別計画

15

（百万円） 2015/5期 実績 2016/5期 計画 増減 前年比

住宅事業 計
売上 130,715 132,400 1,684 101.3％

営業利益 738 2,100 1,362 284.6％

不動産事業
売上 12,934 14,300 1,365 110.6％

営業利益 1,711 1,600 -111 93.5％

金融事業
売上 1,230 800 -430 65.0％

営業利益 632 100 -532 15.8％

その他事業
売上 4,690 6,200 1,509 132.2％

営業利益 -782 -1,000 -218 -

非住宅事業 計
売上 18,855 21,300 2,444 113.0％

営業利益 1,562 700 -862 44.8％

総計
売上 149,570 153,700 4,130 102.8％

営業利益 2,284 2,800 516 122.6％

� 住宅事業 ： 引渡棟数は減少するも、商品グレードアップ及び販売体制強（人員増）による増収、

原価低減努力による増益

� 非住宅事業 ：分譲戸建の販売棟数増加による増収、 金融事業は保険契約期間が30年から10年更新への変更に伴い

減収減益、その他事業は子会社で増収も損失幅拡大
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3．2016年5月期 見通し

配当計画

16

配当金 配当性向

2014/5期 26円00銭 45.5％

2015/5期（予定） 10円00銭 －

2016/5期（予定） 10円00銭 30.1％

※配当は、いずれも期末配当の1回のみ

（配当方針）

将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するための内部留保資金を確保

しつつ、経営成績に応じて株主の皆様へ利益還元を継続して行う

※内部留保資金 ： 出店を中心とした、経営体質の強化・充実、将来の事業展開に活用
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４．参考資料



COPYRIGHT(C)  Tama Home Co., Ltd.   ALL RIGHT RESERVED

4．参考資料

過年度業績⽐較

18

（単位：百万円） 2011/5期 2012/5期 2013/5期 2014/5期 2015/5期

売上高 148,971 169,651 152,323 169,528 149,570

売上総利益 32,230 39,127 40,058 40,795 37,347

利益率 21.6％ 23.1％ 26.3％ 24.1% 25.0%

営業利益 1,015 4,075 5,286 4,580 2,284

利益率 0.7％ 2.4％ 3.5％ 2.7% 1.5％

経常利益 968 4,097 5,004 4,509 2,016

利益率 0.7％ 2.4％ 3.3％ 2.7% 1.3％

税引前当期純利益 308 3,036 4,879 4,151 401

利益率 0.2％ 1.8％ 3.2％ 2.5% 0.3％

当期純利益 -177 783 2,648 1,717 -641

利益率 - 0.5％ 1.7％ 1.0% -
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５．中期経営計画「タマステップ2018」説明資料



基本方針及び目標値

２．タマステップ2018の基本方針
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経営目標数値

基本方針

経営目標
2015/5期
（実績）

2018/5期
（計画）

販売棟数* 7,564棟 10,150棟

売上 1,495億円 2,000億円超

営業利益率 1.５％ 3.5％

ROE - 15％

Ｄ/Ｅレシオ 1.8倍 1.2倍

* 引渡棟数ベースで⼾建分譲住宅含む

「“面”の展開から、“層”の拡大による成長へ」
●面の拡大にとどまらず、多様な商品・サービスを展開することで顧客層の拡大を

図って新たな成⻑軌道の基盤をつくる

2.4 
3.5 

2.7 
1.5 1.8 2.2 

3.5 

50

100
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200
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1,000

1,500

2,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

営業利益

（億円）

売上高

（億円）

（各5月期）

売上高



基本戦略

２．タマステップ2018の基本方針

1. 低価格低価格低価格低価格良質住宅を中心と良質住宅を中心と良質住宅を中心と良質住宅を中心として注文して注文して注文して注文住宅住宅住宅住宅事業を強化事業を強化事業を強化事業を強化

2. 戸戸戸戸建建建建分譲事業の強化と不動産事業の拡大分譲事業の強化と不動産事業の拡大分譲事業の強化と不動産事業の拡大分譲事業の強化と不動産事業の拡大

3. リフォーム等の住宅周辺事業を強化リフォーム等の住宅周辺事業を強化リフォーム等の住宅周辺事業を強化リフォーム等の住宅周辺事業を強化

4. 確実確実確実確実な戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革とリソースのな戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革とリソースのな戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革とリソースのな戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革とリソースの集約集約集約集約
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（億円） 2015/5期
2018/5期
（計画）

注⽂住宅 1,292 1,463

リフォーム 5 180

その他 12 18

住宅事業 1,309 1,661

⼾建分譲 47 210

その他 82 97

不動産事業 129 307

⾦融事業 12 7

その他事業 45 35

合計 1,495 2,011

売上高計画

2015/5期
2018/5期
（計画）

7(0.5％) 68(4.2%)

17(13.2％) 21(6.8%)

6(51.4％) 1(20.4％)

-7 -20

22(1.5%) 70(3.5%)

営業利益（営業利益率）計画



主な施策 ①
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“面”の展開から“層”の拡大へ

●●●● 営業社員の増員、来場者数の増員施策により営業社員の増員、来場者数の増員施策により営業社員の増員、来場者数の増員施策により営業社員の増員、来場者数の増員施策により

販売力を強化販売力を強化販売力を強化販売力を強化

●●●●断熱性、省エネ、環境負荷の少ない資材の使用、室断熱性、省エネ、環境負荷の少ない資材の使用、室断熱性、省エネ、環境負荷の少ない資材の使用、室断熱性、省エネ、環境負荷の少ない資材の使用、室

内の快適性などに配慮した、商品へのグレードアップ、内の快適性などに配慮した、商品へのグレードアップ、内の快適性などに配慮した、商品へのグレードアップ、内の快適性などに配慮した、商品へのグレードアップ、

魅力ある商品の開発を進め受注増を目指す魅力ある商品の開発を進め受注増を目指す魅力ある商品の開発を進め受注増を目指す魅力ある商品の開発を進め受注増を目指す

●●●● ハイライン（上質な住宅）、ハイライン（上質な住宅）、ハイライン（上質な住宅）、ハイライン（上質な住宅）、

ベーシックライン（企画住宅）ベーシックライン（企画住宅）ベーシックライン（企画住宅）ベーシックライン（企画住宅）へへへへの展開を準備の展開を準備の展開を準備の展開を準備

1.低価格良質住宅を中心として注文住宅事業を低価格良質住宅を中心として注文住宅事業を低価格良質住宅を中心として注文住宅事業を低価格良質住宅を中心として注文住宅事業を強化強化強化強化

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

2015/5期 実績 2016/5期 計画

受注

建売 注文

2015/5期　実績 2016/5期　計画

受注 注文 7,412 8,465

建売 163 265

計 7,575 8,730

（単位：棟）



主な施策 ②
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“面”の展開から“層”の拡大へ

●●●● 不動産事業の拡大不動産事業の拡大不動産事業の拡大不動産事業の拡大

� 集客のための総合窓口化（総合住宅産業のための集客基盤・ポータル）集客のための総合窓口化（総合住宅産業のための集客基盤・ポータル）集客のための総合窓口化（総合住宅産業のための集客基盤・ポータル）集客のための総合窓口化（総合住宅産業のための集客基盤・ポータル）

� タマホーム不動産㈱をタマホーム不動産㈱をタマホーム不動産㈱をタマホーム不動産㈱を８８８８月に設立月に設立月に設立月に設立

� フラッグシップ店を新宿にオープン予定フラッグシップ店を新宿にオープン予定フラッグシップ店を新宿にオープン予定フラッグシップ店を新宿にオープン予定

� ロードサイド店中心の店舗展開に加え、駅前ロードサイド店中心の店舗展開に加え、駅前ロードサイド店中心の店舗展開に加え、駅前ロードサイド店中心の店舗展開に加え、駅前・・・・駅チカに出店し、都市圏駅チカに出店し、都市圏駅チカに出店し、都市圏駅チカに出店し、都市圏のサラリーマンのサラリーマンのサラリーマンのサラリーマン世帯世帯世帯世帯

を新たな顧客層として取り込むを新たな顧客層として取り込むを新たな顧客層として取り込むを新たな顧客層として取り込む

� タマホーム不動産㈱を核に、タマエステート会員３，８００社との連携を深めるタマホーム不動産㈱を核に、タマエステート会員３，８００社との連携を深めるタマホーム不動産㈱を核に、タマエステート会員３，８００社との連携を深めるタマホーム不動産㈱を核に、タマエステート会員３，８００社との連携を深める

� 賃貸賃貸賃貸賃貸から戸建への住み替えニーズをつかむから戸建への住み替えニーズをつかむから戸建への住み替えニーズをつかむから戸建への住み替えニーズをつかむ

� 出店出店出店出店コストの軽減：ロードサイド店（約１億円）＞駅前ショップ（約２，０００万円コストの軽減：ロードサイド店（約１億円）＞駅前ショップ（約２，０００万円コストの軽減：ロードサイド店（約１億円）＞駅前ショップ（約２，０００万円コストの軽減：ロードサイド店（約１億円）＞駅前ショップ（約２，０００万円））））

●●●● 来場者の来場者の来場者の来場者の６６６６割を占める非土地保有者（＝住宅１次取得者）をターゲットに主に大都市割を占める非土地保有者（＝住宅１次取得者）をターゲットに主に大都市割を占める非土地保有者（＝住宅１次取得者）をターゲットに主に大都市割を占める非土地保有者（＝住宅１次取得者）をターゲットに主に大都市圏圏圏圏でででで

戸建分譲を伸ばす。戸建分譲を伸ばす。戸建分譲を伸ばす。戸建分譲を伸ばす。

2.戸建分譲戸建分譲戸建分譲戸建分譲事業の強化と不動産事業の拡大事業の強化と不動産事業の拡大事業の強化と不動産事業の拡大事業の強化と不動産事業の拡大



主な施策 ③
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“面”の展開から“層”の拡大へ

●●●● 設立後１８年目を迎え、設立後１８年目を迎え、設立後１８年目を迎え、設立後１８年目を迎え、築築築築１０年超の引渡し１０年超の引渡し１０年超の引渡し１０年超の引渡し

物件＝１０，３１７棟物件＝１０，３１７棟物件＝１０，３１７棟物件＝１０，３１７棟

●●●● 生涯売上（ライフタイムバリュー）の最大化を生涯売上（ライフタイムバリュー）の最大化を生涯売上（ライフタイムバリュー）の最大化を生涯売上（ライフタイムバリュー）の最大化を

目指すためにＣＳの向上を図る目指すためにＣＳの向上を図る目指すためにＣＳの向上を図る目指すためにＣＳの向上を図る

●●●●ＯＢＯＢＯＢＯＢ客のニーズを取り込むためにリフォーム客のニーズを取り込むためにリフォーム客のニーズを取り込むためにリフォーム客のニーズを取り込むためにリフォーム

拠点を全国展開する拠点を全国展開する拠点を全国展開する拠点を全国展開する

3.リフォーム等の住宅周辺事業をリフォーム等の住宅周辺事業をリフォーム等の住宅周辺事業をリフォーム等の住宅周辺事業を強化強化強化強化



主な施策 ④
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“面”の展開から“層”の拡大へ

●●●●連結子会社、ジャパンウッド株式会社の不適切な取引の発覚後、連結子会社、ジャパンウッド株式会社の不適切な取引の発覚後、連結子会社、ジャパンウッド株式会社の不適切な取引の発覚後、連結子会社、ジャパンウッド株式会社の不適切な取引の発覚後、

２０１４年２月にグループ役職員の関与しない第三者からなる経営改革委員会を設置、２０１４年２月にグループ役職員の関与しない第三者からなる経営改革委員会を設置、２０１４年２月にグループ役職員の関与しない第三者からなる経営改革委員会を設置、２０１４年２月にグループ役職員の関与しない第三者からなる経営改革委員会を設置、

再発防止に向け以下の施策に取り再発防止に向け以下の施策に取り再発防止に向け以下の施策に取り再発防止に向け以下の施策に取り組組組組み、み、み、み、整整整整備を備を備を備を完了完了完了完了した。した。した。した。

①新規事業の審査体制の整備①新規事業の審査体制の整備①新規事業の審査体制の整備①新規事業の審査体制の整備

②子会社等の業務の管理体制の整備・見直し②子会社等の業務の管理体制の整備・見直し②子会社等の業務の管理体制の整備・見直し②子会社等の業務の管理体制の整備・見直し

③子会社等の新規の役員の任用や重要な使用人の選任等に関する運用の見直し③子会社等の新規の役員の任用や重要な使用人の選任等に関する運用の見直し③子会社等の新規の役員の任用や重要な使用人の選任等に関する運用の見直し③子会社等の新規の役員の任用や重要な使用人の選任等に関する運用の見直し

④与信調査の制度化及び子会社等における与信審査の整備・充実④与信調査の制度化及び子会社等における与信審査の整備・充実④与信調査の制度化及び子会社等における与信審査の整備・充実④与信調査の制度化及び子会社等における与信審査の整備・充実

⑤子会社等における与信調査の制度化⑤子会社等における与信調査の制度化⑤子会社等における与信調査の制度化⑤子会社等における与信調査の制度化

⑥グループ⑥グループ⑥グループ⑥グループ全体全体全体全体のコンプライアンス体制の整備・充実のコンプライアンス体制の整備・充実のコンプライアンス体制の整備・充実のコンプライアンス体制の整備・充実

⑦社外取締役の導入⑦社外取締役の導入⑦社外取締役の導入⑦社外取締役の導入

⑧当社の業務活動に影響を及ぼす可能性のある当社及び子会社等の役員の個人的な経⑧当社の業務活動に影響を及ぼす可能性のある当社及び子会社等の役員の個人的な経⑧当社の業務活動に影響を及ぼす可能性のある当社及び子会社等の役員の個人的な経⑧当社の業務活動に影響を及ぼす可能性のある当社及び子会社等の役員の個人的な経

済活動・交友関係への対応についてグループ全役員に対するコンプライアンス研修の実施済活動・交友関係への対応についてグループ全役員に対するコンプライアンス研修の実施済活動・交友関係への対応についてグループ全役員に対するコンプライアンス研修の実施済活動・交友関係への対応についてグループ全役員に対するコンプライアンス研修の実施

８月に経営改革委員会より１年８月に経営改革委員会より１年８月に経営改革委員会より１年８月に経営改革委員会より１年間間間間の改の改の改の改善活善活善活善活動についての動についての動についての動についての報告書報告書報告書報告書をいたをいたをいたをいただきだきだきだき、、、、

組織組織組織組織・・・・ガガガガババババナナナナンスの改革に関しリリース予定ンスの改革に関しリリース予定ンスの改革に関しリリース予定ンスの改革に関しリリース予定

4.確実な戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革確実な戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革確実な戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革確実な戦略転換を実現する組織・ガバナンスの改革



主な施策 ⑤

26

“面”の展開から“層”の拡大へ

●●●●海外海外海外海外事業事業事業事業

� ハワイでの不動産開発事業（高層コンドミニアムを予定）ハワイでの不動産開発事業（高層コンドミニアムを予定）ハワイでの不動産開発事業（高層コンドミニアムを予定）ハワイでの不動産開発事業（高層コンドミニアムを予定）

� カンボジア（プノンペン）におけるホテルおよびサービスアカンボジア（プノンペン）におけるホテルおよびサービスアカンボジア（プノンペン）におけるホテルおよびサービスアカンボジア（プノンペン）におけるホテルおよびサービスア

パートメント事業パートメント事業パートメント事業パートメント事業

●●●●今今今今後の展開後の展開後の展開後の展開

� 本年１０月に、子会社タマフードインターナショナル㈱が本年１０月に、子会社タマフードインターナショナル㈱が本年１０月に、子会社タマフードインターナショナル㈱が本年１０月に、子会社タマフードインターナショナル㈱が

中国（上海）のポートマン・リッツカールトンホテルのメイン中国（上海）のポートマン・リッツカールトンホテルのメイン中国（上海）のポートマン・リッツカールトンホテルのメイン中国（上海）のポートマン・リッツカールトンホテルのメイン

ダイニングとして「アラン・ウォンズ・上海」をオープン。ダイニングとして「アラン・ウォンズ・上海」をオープン。ダイニングとして「アラン・ウォンズ・上海」をオープン。ダイニングとして「アラン・ウォンズ・上海」をオープン。

� 本年１２月に、タマホテルズ㈱を設立、来年４月東京に本年１２月に、タマホテルズ㈱を設立、来年４月東京に本年１２月に、タマホテルズ㈱を設立、来年４月東京に本年１２月に、タマホテルズ㈱を設立、来年４月東京に

タマディアホテル羽田をオープン。タマディアホテル羽田をオープン。タマディアホテル羽田をオープン。タマディアホテル羽田をオープン。

� インドにおいて現地デベロッパーＤＧ社に出資、同社のインインドにおいて現地デベロッパーＤＧ社に出資、同社のインインドにおいて現地デベロッパーＤＧ社に出資、同社のインインドにおいて現地デベロッパーＤＧ社に出資、同社のイン

ド子会社と戸建建設のための合弁会社設立に向け準備中。ド子会社と戸建建設のための合弁会社設立に向け準備中。ド子会社と戸建建設のための合弁会社設立に向け準備中。ド子会社と戸建建設のための合弁会社設立に向け準備中。

5.その他のその他のその他のその他の事業事業事業事業

【TAMASA】

2013年10月に開業した、プノンペン郊外の日本人駐在

員向け

サービスアパートメント

【ホテル一号店：タマディアホテル羽田】
2016年4月に開業予定
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＜お問合せ先＞

タマホーム株式会社 経営企画部広報・IR課

TEL ： 03-6408-1200

http://www.tamahome.jp/

本資料に含まれる将来の見通しに関する記述等は、現時点における情報に基づき判断したものであり、マクロ経済動向および市場環境や

当社の関連する業界の動向、その他内部・外部要因により変動することがあります。

従いまして、実際の業績が本資料に記載されている将来の見通しに関する記述等と異なるリスクや不確実性がありますことを、予めご了承ください。
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